


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合には，もはや歯止めが効かない。実際，昨今の，Twitter や Facebook 等
における情報発信の容易さは，反面として，特に若年層を中心として，不用
意な自己情報の発信をも可能にしてしまっており，当該情報が，後に「黒歴
史」として秘匿したい情報になっても，時既に遅しということはままあり得
る。
　このような場合に，「忘れられる権利」を持ち出して，削除請求を正当化す
ることができるか。この場合に当該情報の流通が正当化されているのは，免
責法理によるのではなくて，当該情報の主体である自らが情報発信をしたと
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いう，「主体の意思」によると考えられる。したがって，「主体の意思」が当
初と異なるものになった以上，それを理由に削除請求を検討する余地はあろ
う。まして，我が国の最高裁が，プライヴァシー理解について，上述のよう
に，自己情報コントロール権に近い見方をしているのではないかと捉えた場
合には，現在の主体の意思に基づくコントロールの一環としての削除は，認
められる余地があるはずである。
２）「忘れられる権利」に基づく削除請求に本決定の基準を借用する可能性
　もっとも，既に発信された情報を基に他者は表現行為をしている場合もあ
るし，それが公共の利益に結びついている場合もあるのであって，無条件に
削除請求を認めることはできない。ここでもやはり表現の自由との調整が問
題にならざるを得ない。
　この場合について，EU一般データ保護規則は，個人データの開示が本人
により行われた場合であっても，その取扱に関する同意が撤回された場合に
は，他の法的根拠がない限り，削除請求を認めている。表現の自由や公共の
利益との調整の余地は認めつつも，自己発信情報を後に秘匿する可能性自体
は認めるという方法を採っている。また，「忘れられる権利」の母国とされる
フランスにおいては，EU一般データ保護規則の成立と前後して，デジタル
共和国についての2416年14月17日の法律2416-1321号が成立している。その63
条により修正された情報処理，情報ファイル及び自由に関する1973年１月６
日の法律73-17号34条によると，一般的な削除請求については，従来通り，
「自己に関する個人データが不正確であるとき，不完全であるとき，不明確
であるとき，期限が切れたとき（périmé）又は当該データの収集，使用，伝
達若しくは保存が禁止されているとき」に限定したうえで，場合に応じて修
正や削除等が認められる（34条１項）。これに対して，個人データが，本人が
未成年者であった時に収集されたものであった場合には，情報の正確性等を
問うことなく削除請求が認められるのを原則としたうえで，表現・情報の自
由の行使のため，個人データの取扱いを要請する法律上の義務を遵守するた
め，公益または取扱管理者が付与されている公権力の行使に属する任務を行
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使するため，公衆衛生に関する公益のため等の場合に，例外的に削除請求が
否定されるという規律が新設されている（34条２項）。ここではもはや，同意
の撤回という段階すら踏まずに，削除可能性が認められている。
　我が国においては，個人情報保護法のレヴェルにおいてはともかく，プラ
イヴァシーに基づく請求として，今や不適切であるから削除せよ，という請
求が明示的に論じるものは，（特に私法分野においては）管見の限り，未だみ
られない。このような現状において，データの適切性すら問わずに，データ
主体の現在の意思に反するということのみをもって削除請求の可能性を認め
ることへのハードルは，さらに高くなろう。これに対して，EU法やフラン
ス法は，もちろん対抗利益との調整は前提としつつも，情報が不適切・不十
分だから削除せよという請求，さらには，今や自らの意思に反するから削除
せよという請求の可能性は認めているわけである（今後の運用として，阻却
事由が緩く認められることになれば，実際上は削除請求を認めないのと同じ
結果になるので，その点の留保は必要である。）。我が国においても，プライ
ヴァシーは本人がコントロールできるべきものだ，という大前提を認めるの
であれば，このような削除請求を一律に否定することは容易ではないであろ
う。そして，我が国の判例法に整合的な形で，もし削除の余地を認めるので
あれば，EU法やフランス法が定める，表現の自由や情報への自由との調整
をするための基準としてみたとき，本決定の基準は，自己開示情報の削除請
求にあたっても（もちろん，自己開示情報に関する他者の行為を「違法」と
は評価し難いであろうが，枠組みとしては）借用可能ではないかと考えられ
る。本人が公表したということが，利益衡量にあたって意味をもち得るかは
問題となろう。とはいえ，本人の現在の意思によるコントロール可能性を認
めるという建前に立った場合に，かつて本人が公表したという事実を，独立
の考慮要素として取り上げ，現在における要保護性の欠如に直ちに結びつけ
ることができるかについては，なお検討を要する。上述の通り，ノンフィク
ション「逆転」事件最高裁判決が本人の生活状況の変化，本決定が社会的状
況の変化という経時的な考慮要素を取り入れていることに着目し，これらの
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考慮要素の中で，かつて公表したという事実に今日なお意味をもたせるべき
か否かを検討するという方法もあり得よう。
３）「プライヴァシー＝本人がコントロールできるべきもの」という大前提の
当否
　しかし，そもそも，プライヴァシーは本人がコントロールできるべきもの
だという大前提自体が問われる問題であるということは，以前拙稿でも述べ
た。そして，この問題は，そう簡単に決着のつけられる問題ではない。個人
情報保護法は，この大前提を認める方向で改正してきているとも捉えられる
が，データの適正な取扱いが公共の利益につながるからという理由で改正を
正当化することも可能だからである。
　もっとも，この大前提を認めるか否かにかかわらず，プライヴァシー概念
を認め，これによって自分にとって都合の悪いことを隠すことができるとい
う実態を認める以上，実在の「私」と異なる「私」を創り出すことは，やは
り一定の範囲では認められるものと考える。しかし，一度実在の「私」を明
らかにしておきながら，「私」の都合で，異なる「私」を見て欲しいという希
望が，一定の範囲内といえるのかは，さらに問題として残る。
　筆者自身は，現時点においては，そのような希望を（受け手の内心に踏み
込まない形であれば）認めることも許されて良いのではないかと考えている。
とはいえ，この可能性を正面から認めた場合に，我々が日々他者と関係を築
きながら生きている社会が，どのようなものになるのかについての想定は全
くもって不十分である。EU一般データ保護規則の施行に先立って，フラン
ス法は，未成年の時に収集されたデータについてこの可能性を認めたが，こ
のことが，フランス社会にどのようなインパクトをもつのかを考察していく
ことは，その想定の一助にはなるように思われる。そこで，この点について
は，引き続き考察・検討課題としたい。
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Ⅴ　結びに代えて
　本稿においては，プライヴァシー侵害に基づく削除請求を扱った最高裁決
定の意義と射程について検討を加えるとともに，削除請求が，今日の我が国
においてプライヴァシー「侵害」とは捉えられていない事案においてなされ
た場合に，（「忘れられる権利」概念を通して）認められる余地はあるのか，
一律否定という判断をしない場合に，本決定が意味をもちうるのかについて
も，若干の検討を加えた。もっとも，後者の検討は本稿においても甚だ不十
分なものに留まっている。この点については，上述の通り，引き続き検討を
加えていくこととしたい。
＊　本稿は，JSPS 科研費17K17399および17H44961による研究成果の一部である。
また，本稿は，第63回岡山民事法研究会（2417年７月13日）における報告を基に
している。研究会においてご指導賜った実務家・研究者の先生方にこの場を借り
て御礼申し上げる。
